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判決骨子

1当事者

原告，ほか21名被告東京都

2事案の概要

本件は，東京都立高等学校の教職員であった原告らが，東京都教育委員会
（以下「都教委」という。）が平成18年度，平成19年度及び平成20年

度に実施した東京都公立学校再雇用職員採用選考又は非常勤職員採用選考等
において,卒業式又は入学式の式典会場で国旗に向かって起立して国歌を斉
唱することを命ずる旨の職務命令（以下「本件職務命令」という。）に違反
したことを理由として，原告らを不合格とし,又は合格を取り消した（以下，

これらの選考結果等を「本件不合格等」という。）のは，違憲，違法な措置

であるなどとして，都教委の設置者である被告に対し，国家賠償法1条1項

に基づき損害賠償金の支払を求めた事案である。

3主文

（1）被告は，原告．ほか6名に対し,それぞれ211万1670円及び
これに対する平成19年4月1日から支払済みまで年5分の割合による

金員を支払え。

（2）被告は，原告ほか7名に対し，それぞれ259万8420円及

びこれに対する平成20年4月1日から支払済みまで年5分の割合によ

る金員を支払え。

（3）被告は，原告ほか6名に対し，それぞれ259万6440円及び
これに対する平成21年4月1日から支払済みまで年5分の割合による

金員を支払え。

（4）原告らのその余の請求をいずれも棄却する。

4理由の骨子

（1）再雇用制度等の意義やその運用実態等からすると,再雇用職員等の採用候

補者選考に申込みをした原告らが,再雇用職員等として採用されることを期

待するのは合理性があるというべきであって,当該期待は一定の法的保護に

値すると認めるのが相当であり，採用候補者選考の合否等の判断に当たって

の都教委の裁量権は広範なものではあっても一定の制限を受け,不合格等の

判断が客観的合理性や社会的相当性を著しく欠く場合には,裁量権の範囲の

逸脱又はその濫用として違法と評価され,原告らが有する期待権を侵害する

ものとしてその損害を賠償すべき責任を生じさせる。
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(2)原告らに対する不合格等は,他の具体的な事情を考慮することなく，本件

職菱企金1重違反したとの裏実のみをもｺｴ重大な非違莅為に当たり勤務成
績が良好であるとの要件を欠くとの判断により行われたものであるが,この
ような判断は,本件職務命令に違反する行為の非違性を不当に重く扱う一方
で,原告らの従前の勤務成績を判定する際に考慮されるべき多種多様な要素，

原告らが教職員として長年培った知識や技能,経験,学校教育に対する意欲
等を全く考慮しないものであるから,定年退職者の生活保障並びに教職を長

く経験してきた者の知識及び経験等の活用という再雇用制度,非常勤教員制

度等の趣旨にも反し，また，平成15年10月に教育長から国旗掲揚・国歌

斉唱に関する通達が発出される以前の再雇用制度等の運用実態とも大きく
異なるものであり，法的保護の対象となる原告らの合理的な期待を，大きく

侵害するものと評価するのが相当である。

したがって，本件不合格等に係る都教委の判断は，客観的合理性及び社会

的相当性を欠くものであり，裁量権の範囲の逸脱又はその濫用に当たる。よ

って，都教委は，その裁量権の範囲を逸脱し，又はこれを濫用して，再雇用

職員等として採用されることに対する原告らの合理的な期待を違法に侵害
したと認めるのが相当であるから，他の争点について検討するまでもなく，

都教委の設置者である被告は,国家賠償法に基づき，期待権を侵害したこと

による損害を賠償すべき法的責任がある。

(3)再雇用職員等の運用実態,雇用期間等を考慮すると，原告らが再雇用職員

等に採用されて1年間稼働した場合に得られる報酬額の範囲内に限り，都教

委の裁量権の範囲の逸脱又はその濫用による原告らの期待権侵害と相当因

果関係にある損害と認めるのが相当である。


